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イラン核交渉の現状 ―何が問題なのか― 
Nuclear Issues in Iran: Several Obstacles and Prospects 
 
2013年 6月のロウハーニー大統領選出以降、再開されたイランとP5＋1（国連安保理常任理事国
とドイツ、実質的には米国）との核開発問題をめぐる交渉は、これまでのところイランが核兵器を取得し
うるまでの時間的な猶予を問題にしてきた米国側と核兵器開発の意図自体を否定してきたイラン側と
の間で条件が折り合わず、同年 11月 24日に「第一段階の合意」を迎えたのち 2014年 7月の合意
をめざして再スタートしていた。それが7月の段階で11月24日に再度延長となり、そこでも妥協点が
見い出せぬまま再延長となったのである。果たしてこの交渉が新たな期限として設定された2015年6
月末までに（あるいはイランの新年である 3 月 21 日頃までに）具体的な妥結に至るかどうか、様々な
憶測を呼んでいる。小論ではこの機会にこの核交渉をめぐる背景および現在までの環境の推移、さら
に現状における交渉妥結の展望をまとめておきたい。 
 
現在の核交渉の前提と背景 
2011年の国際原子力機関（International Atomic Energy Agency: IAEA）報告以来、米国の
対イラン経済制裁が大幅に強化されて実質的な交渉が全く進まなかったイランの核交渉が俄かに進
展する可能性をみせたのは、言うまでもなく 2013 年 6 月のイラン大統領選挙におけるロウハーニー
大統領の選出を最大の契機としている 1。 
これは 2009年の第 10回イラン大統領選挙におけるアフマディネジャード大統領（当時）の選挙不
正疑惑に発した民主化闘争が直接の背景となっている。この時の民主化闘争は 2010 年末に発した
「アラブの春」の先駆けとも言えるものであったが、イランの現体制はその後数カ月間にわたった激し
い民主化闘争にも硬軟両様の対応を見せてよく耐え、国内における体制への支持基盤の強固さを内
外に印象づけることとなった。 
オバマ米大統領の指導による現在の核交渉は、この時の経験に基づく米国側の基本的な対イラン
政策の見直しを背景にしているものと考えられる。1979 年の「イスラーム革命」以来この 2009年の時
点に至るまで、米国の基本的な対イラン政策は革命の結果成立した現体制がどのような形であれ転
換する兆候を見せた場合、その転換を推し進める側に積極的に加担するという方針に則ったもので
あった。従ってイランの核開発を現実的な脅威と認識するイスラエルがどのような形であれ軍事的な
先制攻撃を行った場合、これにイラン側が報復すればイスラエルの実質的な同盟国である米国は即
座に反撃を加えるというのが従来の常識だったのである。 
だが2009年の民主化運動とその結果は、米国にとって少なくとも2つの大きな教訓を与えた。その
一つはハーメネイー最高指導者を頂点とする現在のイラン･イスラーム体制が従来考えられていたより
                                                   
1 この間の事情については、[鈴木 2014]を参照のこと。またこれに先立つアフマディネジャード政権
第 2期の性格については『アジ研ワールド・トレンド』2009年 10月号および 2010年 11月号の特集
記事を参照。 
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も遥かに強固な構造を持っており、社会運動などによってたやすく転覆されるということは想定し難い
ということ。もう一つは現在の体制が 1979 年の革命前後にホメイニー師に指導されていた当時の理
念的な基盤からは随分とかけ離れた、いわば「普通の国民国家」に極めて近いものへと大きく変貌し
ていたということである。 
2012年初めからオバマ大統領は対イラン核交渉の膠着打開のため経済制裁を著しく強化しており、
これはイランからの原油の輸入および対イラン金融取引を厳しく規制するものである。日本を含む米
国側の国際社会がこれを順守したこともあり、これがイラン側にとって大きなダメージを与えていること
は否めない。 
1979 年の革命を淵源とする現在のイラン体制側にとって、流動化を極める中東地域の国際的な環
境の中で現体制の維持･延命は最優先の課題である。イランの現体制が続く限り革命時の大義であっ
た対米対決姿勢を俄かに転換することは考えられないが、同時に 2009年の民主化以降、イランにお
ける革命の理念が最早や革命体制自体の存続に優先することもあり得ないだろう。 
 
交渉の環境変化 
2013年にイランの核交渉が再開して以来、中東・アラブ地域内では様々な変動を経験しており、そ
れらの多くは現在でも進行中である。例えばエジプトでは「アラブの春」を受けてムスリム同胞団系の
ムルシー大統領が誕生したが、2013 年 7 月には軍のクーデターにより政権の座を追われ、現在は
スィスィ大統領のもとで革命により失脚したムバーラク大統領の周辺が復権している。この間イランとエ
ジプトの両国関係はムルシー時代に大きな改善の兆候を示していたが、現在ではスィスィ政権のもと
で再び冷たい関係に戻っている。 
同様にシリアのバッシャール・アサド大統領も「アラブの春」の過程で著しく権威を失墜し、現在では
ダマスカス周辺を支配しているに過ぎない。この間イランは一貫してアサド政権を軍事的に支持する
側に立ち、米国など西側諸国と鋭く対峙していたが、他方で元々アルカーイダ系の組織だったISIS
（Islamic State in Iraq and Syria）が 2014年 6月にイラク領のモースルを電撃的に陥落させ、6月
29 日以降はカリフ制の復興と「イスラーム国」2を宣言してイラク・シリア両国に跨る領土を支配する特
異なテロ組織に成長してこちらの方が国際的に大きな問題となっている。 
この「イスラーム国」の登場が含んでいる問題は時間的・空間的にみて極めて多岐にわたるが、ここ
ではやはり現在の「イスラーム国」がとくに軍事関係の人脈として色濃くもっているイラク的な性格、い
わば 2006年末に処刑されたサッダーム・フセイン大統領の残党によるリベンジ（復讐戦）という側面を
強調したい。「イスラーム国」は宗教的な宗派対立の論理で現在のバグダッド政府に強い影響力をも
つシーア派のイランを敵視しているが、その敵愾心の根にあるものは 1980 年から 8 年間戦われたイ
ラン・イラク戦争という前史を考えれば容易に理解されるのである。同時にかつてこの戦争において米
国を含む欧米各国が「イランの革命輸出を阻止する」という大義のもとで明確にイラク側に肩入れして
いたことを想起すれば、その後現在までに両国が辿った命運のコントラストはさらに明白となるだろう。 
                                                   
2 「イスラーム国」については日本でも既に複数の紹介書が出版されているが、ここでは主に[池内恵 
2015]を参照。 
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さらにイランにとって東側で国境を接するアフガニスタンでは、2014年 4月と 6月に実施された第
3回大統領選挙の結果、9月 29日にアシュラフ・ガニー大統領とアブドッラー・アブドッラー行政長官
（首相格）の「挙国一致政府」が発足している。アブドッラー・アブドッラーは元々母親がタジク系であり、
また 2001 年 9 月に暗殺されたシャー・マスードにも近い。この人物が政権の一角を占めるということ
は、今後のアフガニスタンにおける政治プロセスにおいてイランが無視できない存在となることを示唆
していると考えるべきだろう。2014 年末に米軍および ISAF（International Security Assistance 
Force）軍がほぼ撤退を完了し（残留米軍は現在 1 万 800 人）、軍事活動・テロ活動を続けるターリ
バーンとの軍事的な対峙が専らアフガニスタンの国軍・治安維持部隊に移管されているだけに、アフ
ガニスタンの安定化にとって主要な隣国であるイランが将来にわたって果たすべき役割は少なくない。 
以上のように、中東および南アジア地域におけるシリア問題を含む主要な政治的変動において、
米国および西側諸国はイランと何らかの形で連携を維持していくことが死活的に重要になってきてい
る。2014年 12月 3日にケリー米国務長官がイランによるイラク領内の「イスラーム国」空爆を「その効
果は有益」と評価した 3ことにも示されているように、米国とイランの軍事面を含む「暗黙の」連携は一
部で既に始まっているともいえるのである。 
 
対イラン核交渉の現段階と展望 
ロウハーニー大統領が就任した直後の 2013年 11月から、イランとIAEAおよびP5+1は核交渉を
再開した。観察される限りイラン側で現在交渉の中心的な役割を担っているのはザリーフ外相 4と前駐
日本大使のアラーグチー外務次官である。その後イスラエルによるイラン核武装への懸念の表明、米
国議会内の共和党議員を中心とする対イラン強硬派による対イラン制裁強化法案の提出、2014 年
11 月 4 日の米国中間選挙におけるオバマ大統領の敗北などの紆余曲折はあったものの、2013 年
11月の暫定合意以降も現在に至るまで決裂せず、2015年の7月を期限として交渉が継続しているこ
とは評価すべきであろう。 
だが同時にイランおよび米国双方の当事者の当初の期待にも拘らず、交渉が予想以上に難航して
いることは、どこに起因するのだろうか。それは 20％濃縮ウランの製造能力の量的な問題もさることな
がら、その根底的原因は過去37年間にわたったイランと米国の長い不信の歴史的時間に求められる
だろう。言い換えればその間に構築された様々な国際的関係の綾こそが交渉の主たる阻害要因に
なっているとすら言えるのである。 
だが2011年初頭のいわゆる「アラブの春」以降始まった巨大な政治的変動は、こうした既成の国際
秩序がこと中東・アラブ地域において急速に過去の物となりつつあることを如実に示している。こうした
時代の変化のなかで、旧来の構造を維持しようとする動きを含めてさまざまな試みがなされていくこと
は当然であるが、ひとつ明らかなことはイラン（最早や革命イランと呼ぶことは適当でないだろう）が中
東域内関係の主要な国家主体として既に登場してきているという事実である。中東全域において軍事
力を含む圧倒的な影響力を行使し続けてきた米国ですら、こと対イラン関係においてかつての「封じ
込め政策」のような外交方針を選択することは、事実上不可能になっているのではないだろうか。 
                                                   
3 http://www.afpbb.com/articles/-/3033363（2015年 2月 10日アクセス） 
4 モハンマド･ジャワード･ザリーフはテヘラン出身で2002～2007年までイランの国連代表を務め、当
時の核交渉に従事した。 
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今年の 6 月末までに（あるいはもっと早い時期に）イラン核交渉が何らかの妥結を見るかどうかは誰
にとっても予測は不可能であろう。だがもし仮に今回の交渉が決裂した場合、その後の制裁強化など
によって損失を被るのはひとりイランだけではない。むしろイランを再び国際社会から遠ざけることによ
る負の影響は、中東域内だけでなく中東に利害関係をもつ米国をはじめ西側各国に、これまで以上に
深刻なかたちで及ぶであろう。このことは米国の政策担当者も十分に認識しているものと考えられる。 
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